
 主な取り組み
贈収賄防止方針

今日の世界では、事業に絡む腐敗行為の防止は企業にとって

の大きな課題となっています。日立では、2008年にHGCPに

「贈収賄防止に関する規則」を制定するとともに、接待、進物、寄

付などについて具体的な金額の目安を示したガイドラインを作

成し、遵守に努めてきました。また、2016年には、それまで取

り扱いがあいまいだったファシリテーション・ペイメントについ

て禁止を明文化するとともに、取引先審査手続を明確化するな

どの改定を行っています。

競争法違反防止の取り組み

日立は、「法と正しい企業倫理に基づいた行動」「公正で自由

な競争」を事業活動の基本に掲げ、HGCPの「競争法遵守に関

する規則」および、関連した業務基準、ガイドラインを定め、徹

底に努めています。2017年にはこれまで主に日本国内を念頭

に置いて作成していた競争者との接触に関連する基準を海外

向けにも作成し、実務上の注意点を周知しています。また、

2012年からグループ会社に提供している職場討論用事例集

に、2018年は競争法に関する事例を日本語・英語・中国語の3

言語で追加して、従業員の意識向上を図っています。

日立は、競争法違反行為の撲滅を信頼回復のための重要課題

として、今後も再発防止のための取り組みを行っていきます。

税務コンプライアンスの取り組み

日立は、グローバル化に対応した税務リスク管理を徹底する

ため、グループ全体で遵守すべき税務関連の規定やグループ

の移転価格管理に関するルールを定めるとともに、OECD移

転価格ガイドラインやグループ各社の所在国・地域の移転価格

税制などに基づいた移転価格の管理を実施しています。

法令違反について

2018年度において、贈収賄および競争法にかかる違反や制

裁を伴う案件は発生していません。

品質保証の徹底
お客さまに安心して製品・サービスをご利用いただくこと、そのためにお客さまが要求する仕様や品質水準を満たすことは、日立グ

ループ行動規範にも掲げた全従業員が大切にしている価値観の一つです。日立は、「品質、信頼性第一」の考えを実行するため、製

品の企画･開発から設計･製造･出荷･保守サービスに至るすべてのプロセスにおいて、｢組織･管理｣｢技術｣｢人財｣の観点から品

質保証の強化活動を推進しています。

 品質保証活動の取り組み

創業の精神である「和・誠・開拓者精神」を堅持し、企業の根幹

として｢基本と正道｣｢損得より善悪｣という価値観を徹底してい

る日立は、品質保証活動においても製品の信用を得るために、

｢誠｣を尽くすことを大切にしています。

この｢誠｣の精神を実践するため、品質と信頼性の向上をめざ

す｢落穂拾い｣を実践しています。「落穂拾い」は、失敗を生かし、

学ぶことを通して、技術を発展させる日立伝統の「技術の進化方

法」です。経営幹部が中心となって、常にお客さまの立場に立ち、

製品の技術上の原因のみならず、事故に至ったプロセス･組織･

心理的影響について、徹底的に議論し、製品の信頼性とお客さま

満足の向上に取り組んでいます。

品質保証体制

日立は、品質ガバナンス統制を徹底するため、ビジネスユニッ

ト（BU）およびグループ会社の品質保証部門を製造部門から分

離することで、お客さまの安全と安心を第一に行動できる体制と

してきました。2018年度より、こうした体制をさらに強化するた

め、BU・グループ会社の品質保証部門を事業部門から独立させ

るとともに、本社の品質保証部門へのレポートラインを強化し、

両者間で密な情報共有を図るための体制を構築しました。加え

て、コーポレートの品質保証本部の権限を強化することで、ガバ

品質保証
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持続的成長を支える経営基盤



措置を講じています。

品質・信頼性教育の実施

モノづくりにかかわる技術者を中心に、分野別技術講座、「応

用」「基礎」などレベル別技術講座を実施しています。各BUでも、

品質保証トレーニングセンタで、製造・品質保証・保全に関する技

術の向上を図るなど、専門技術教育を行っています。

アジア地域におけるグローバル品質保証人財の育成

日立では、アジア地域における現地生産の拡大に伴い、グロー

バルで日立品質を確保するための人財育成を行っています。現

地生産拠点が多く集まる中国・タイで、「品質保証責任者会議」の

開催や各講座を開設し、モノづくりにおける日立品質への意識向

上や情報の共有化を図っています。

ナンスの強化を図りました。

事故未然防止活動

日立は、「『未然防止』が品質保証の本分」という考えのもと、

「事故再発防止」にとどまらない「事故未然防止」活動を強化して

おり、さまざまな事業活動の変化を見据えて、日立全体で品質課

題を先取りして、品質活動を進めています。

こうした活動の一環として、ソリューション部門が持つソフト開

発力や信頼性強化ノウハウを、事故の未然防止に活用するため

にプロダクツ系部門（組み込みソフト開発部門）に横展開してい

るほか、事業規模拡大の進むサービス事業における品質活動や

現状課題を共有する仕組みを構築・強化しています。

さらに、試験･検査データのデジタル化を進め、検査データの

取得、判定、検査報告書作成に人手を介さないプロセス構築を

推進しています。

技術法令の遵守活動

日立では、製品の安全性を担保するための各国・地域の法規

制および改正の動向、施行日などの情報を社内に周知するとと

もに、①各製品に関連する法令の明確化（製品法令マップ）、②製

品遵法マネジメントシステムによる法令遵守活動とプロセスの

継続的改善の2テーマを含む「技術法令品質システム評価ガイド

ライン」を作成し、日立全体で共有しています。

リスクアセスメントの徹底

製品の開発にあたっては、お客さまの生命・身体・財産の安全を

最優先して設計し、開発から生産、販売、保守に至るすべてのプロ

セスで安全性を確認しています。また、関連するBUや研究所とも

連携して幅広い見地からリスクアセスメントを行っています。

製品事故発生時の対応

製品事故が発生した場合は、お客さまの立場で万全を尽くす

べく、製品担当部署が中心となって迅速に対応にあたります。特

に重大な事故の場合は、法令に基づいて所管官庁に報告し、

Webサイトなどを通じてお客さまに情報を開示するとともに、速

やかに経営層に状況を報告し、日立一体となって迅速かつ適切

な措置を講じる体制を整えています。

製品に対し遡及して対策を講じる必要があると判断した場合

には、新聞広告やWebサイトなどで告知し、修理や交換などの
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